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ソ連 の 石 炭 産 業 の 再 編
一 問題と政策動向一
大 津 定 美
は じ め に
エ ネル ギー産業 が ソ連経済 の中で 占め る位 置ほ,豊 か な資源賦存 ・就 業構 造
にお ける比重 の大 きさ ・対 外貿 易におけ る優 位等 から券て,絶 大 な ものがあ る。
特 に石炭 産業 は,歴 史 的に最:も優遇 され てきた部 門の一つ であ った。 ところが,
炭鉱 労働 者は1989年7月,2週 間に及 ぶ全国ス トライキ に打 って 出 た。 これ
は,ソ 連 社会 主義 の歴 史か らして も,初 めてのかつ最 大の政治的 ・社会的 イ ン
パ ク トを もつ もの であった1>。それ は同時に,ソ 連石 炭業が抱 える問題 の深刻.
さを も露呈 した、経済改革 が きわめて厳 しい困難 に逢 着 し,頓 座 しかか ってい
る今 日,ソ 連 の産業 と企業 一般 が直 面 してい る問題点 を,石 炭業 を一つ の事 例
として,以 下 に検 討 して見 ることに した い。 ソ連 のエ ネルギ ー供給 の中心は石
油 と天然 ガスで,石 炭 は これ につ ぐが(〔3〕p.69),経済 改革 の問題の核心 を
集中的に表現す る もの として,石 炭産業 は格 好のテ ーマ と見 なし うるか らであ
る。
1ソ 連 石炭業 のプ ロフ ィール
ソ連は米国 ・中国 につ ぐ世界第3位 の石炭産 出国であ り,第2位 の輸出国 で
あ る。その歴 史 ζ古いばか りでな く,ス ター リン時代か ら工業化のた めの中核
的産業 として,大 きな比重 を占めて きた,巨 大産業で ある。エ ネル ギー政策 か
ら も,石 炭へ の依存 は歴史 的に高 く,1950年には全エネル ギーの66%を占めた。
1)ソ連炭鉱ストについては拙稿.〔1〕,および 〔11〕参照。
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しか し,そ の後,石 油 と天然 ガスへの比重が増加 し.1980年代後半 には20%前
後 にまで下が ってい る。 しか し,1985年以後石油増産 の可能性 が頭 打ち とな り,
チ ェル ノブイ リ原発事 故が起 こるに及んで,石 炭増産へ の底 力が高 ま った2>。
70年代 か らの出炭量 の動 向 を見 ると(表1参 照),生 産は微増 を示 して い る
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出所i『 ソ連 におけ る石炭 業』 モスクワ,1989(ソ連邦石炭鉱業省石炭 経済研 究所)
以下,表6ま で同 じ
第2表 炭 田 別j璽巽鉱 数(技 術 的 ・管 ヌ里白勺単 位)
1970 1975 1980 1985 1986 ユ987
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2)70年代の出炭 動向 にっいては村上氏稿 〔4〕参照。
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第3表 石炭採掘労働者年平均在籍者数(労働生産性算入数)
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が,竪 鉱 では横ば い,露 天掘 り鉱 での増 産が寄与 してい る。 さ らに,炭 田別 に
見 ると,ウ クライナの ドンバ スはなお首位 を占めてい るとはい え,出 炭高 は逓
減傾 向にあ り,そ の相対 的比重 は急 速に低下 してい る。かわ って西 シベ リアの
クズバ スの比重 が微増 し,さ らにエキバス ツスや カソス クーアチ ソス ク鉱 の露
天掘 り鉱 の比重 が急増 してい る。、この地域的構造変動傾 向は労働者数.平 均採
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炭量 な どの基本指標 に一層鮮明 に見て取 るこ とが で きる(表3,4参 照)。
こうした動 向の背後 に,今 日の ソ連 の石炭産業 が抱 えてい る問題 を見据 えな
ければ ならない。それは採炭や洗炭 とい った基本部 門だけで な く,保 管や輸送,
合 理化や技術革新 に必要 な鉱 山機械製 作部 門,建 設 ・婬 設資材,設 計 ・研究部
門,さ らには労働者 ・職員 の生活 ・文化 ・医療 ・保 健等の社会的 イ ンフ ラ部 門
等,ほ とん ど全 ての領域 にわた ってい る(〔7〕16頁)。そ してい ま,こ れ ら全
部門が市場 システムへの移行 とい う 「時代の要請」 を うけて.新 たな構造編成
と企業 の真 の独立採算 への経 営革新 を迫 られてい るのであ る。
こうした多面 にわた る問題点か ら,生 産性,管 理方式,89年ス ト,ド ネ ツク
問題 に絞 って検討 しよ う。
11低 い生産性と高い賃金
国際比較で ソ連 の炭鉱 の労働生産性 をみ ると,(表5)に 見 られ るように,
1交替労働者一人 当 り生産 高は1986年に,ソ 連で は1769kgで,米国の約十分
の一,英 国 ・西独 の二分 の一 以下,と きわめ て低 く.ポ ー ラン ドや チ ェコス ロ
ヴァキア よ りも低 い。 さらに注 目すべ きは,ソ 連 の生産性 は低下 してい ること
で,1975年には2366kgもあったか ら,十 年 間に約25%も低下 してい る。 この
事 実は,別 の 「労働 者一人 当 り月平均生産高」(表6)か らも 容 易 に確認 で
きる。なぜ このよ うに生産性が低 いのか 』また傾 向的 に低 下す るのか。


























































(竪鉱 採 炭,ト ン)
1975 1980 1985 1986 1987
ソ 連 45.4 38.0 32.3 33.0 38.2
米 国 1743 160.4 239.5 273.0*
一
英 国 44.2 44.8 54.1 66.1
一
酉 ドイ ツ 58.0 56.5 60.3 62.5
一
ポ ー ラ ン ド 51.6 54.0 49.8 48.3 一
チ ェコ ス ロバ キ ア 48.6 47.1 41.3 37.2
一
注*中 央石炭経済研究所試算値
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不振の構造的 な原因 は,古 くな った主 力炭 田の長期 稼動 のた め,鉱 山 ・採掘
条件が悪化,そ れ をカ ヴァーす る機械化 ・設 備の高度化 ・近代化が遅 々 として
進 まない ためである。(表7)に 見 られ るよ うに,五970年代 には投資は,絶 対
額だ けで な く,石 油へ の投 資増 と対極 的に,相 対 的に も伸 びて いない ことが わ
か る。そ の結果,1980年代 前半 に も不振 続 きで,1986年か ら88年まで微増 を示
しただけ で,「 計画超過達成」 は年 度途 中での計画の下方修正 による,い わ ば
数字 の遊 びに過 ぎなか った。 さらに(表8)に 見 られ るよ うに、 投 資 の 効 果
(能力増加)は 微 々た る ものである事がわか る。
これは一部 には投資 の地域的配分 に起 因す る。つま り,炭 層が薄 く深度が下
が る ドネ ツ炭 田へ の投資比重が大 きくな り,逆 に露天掘 りが可能 な地域 を もつ
クズバス な ど投資効率 の高 い西 シベ リアへの投資が抑 え られ る傾向 が是正 され
てい ない ため と見 られ る。 ノボ シビル クスの科学 アカデ ミー石炭研究所研究 員
ジダンキ ン氏 によると,石 炭生産 の技術 的指 標か ら見て も,た とえば稼行切羽
当 りの一 日平均出炭量 は,1975年の420トソか らユ985年の320トンに低下 した。
しか も切羽の深度 は確実 に深 くなってお り,「 生 産性 は75-85年の10年間に半
分に低下 し,現 在 は西 ドイ ツの6分 の1に す ぎない」 とい う厳 しい評価 となる
(rイズベスチ ア』1989年7月27日)。
も う一つの大 きな問題は労働 力問題 である。 これには量 的な問題 と質的 な問
第9表 燃料 ・エネルギー部門労働者 ・職員数, 196〔}一1987
(単位1000人)
1960 1970 1975 1980 1985 1986 1987
燃 料 ・ゴ..ネル ギ ー 全 1965 2175 2120 2418 2629 2648 2616
発電 397 633 686 770 858 870 873
燃料鉱業 全 1658 15喋2 1434 1648 1771 1778 1743
石油採掘 85 111 113 140 165 170 164
石油精製 93 161 161 176 179 177 169
ガス 18 22 28 34 36 37 36
石炭 1196 1120 1009 1178 1276 1282、 1273
出所 『ソ連におけ る労働』 モス クワ,1988,p.49
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題 との両面 があ る。
まず,エ ネルギ ー部門 にお ける相対的 な雇用量 を見 ると(表9参 照),1987
年 現在,石 炭業 には127万3千人 が働い てい る(工 業生産要 員)。石油33万3千,
ガス3万6千 と比較 して いか に大所帯 であ るかが一 目瞭然であ る。他方 ニネル
ギ 』生 産の労働効率は とい えば,(表10)に 見 られ るように(7000キロカ ロ リ
ー換算),石 油が9億 トソ弱,ガ ス8.4億トソ生 産 されてい るの にたい して,石
炭は半分 の4.6億トソに過 ぎない。 いま,生 産高(表10)と 投入労働量(雇 用
者数.表9)か ら単純 な計算 をす ると,石 炭業 の相対 的生 産性 は,石 油の7.5
分 の1,ガ スの65分の1,と い うことになる(表11参照)。 採炭労働 がいかに
非効率的かが これ また一 目瞭然 だ。
次 に働 くものの立場 か ら見 てみ ると,い うまで もな く.炭 鉱労働 は最:も過酷
第10表 燃 料 生 産 高,1965-1987
(単位7000kcal換算,100万 トソ)


































出所rソ 連 の工 業,統 計 集』モス クワ,ユ988,P.141
注 石 油に はガス コンデ ンス含む,他 に泥炭,木 炭等 あるが省略
第11袈 燃料鉱業労働生産性比較,1987
.

























出 所rソ 連 の工 業,統 計 集 』 モ ス ク ワ,1988,p・141
『ソ連 にお け る労 働 』 モ ス ク ワ1988,p.49
注 単 位4&A=7000kca1換算 百 万 トー,B=1000人
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第12表 石炭労働者月平均賃金 (ルー ブ ル)

































出所 『ソ運 における労働 』モス ク ソ,1988.p.189-90
第13表 月 平 均 賃 金 グル ー プ毎 の 労働 者 ・職 員数 分 布 (%)
月平均賃金額のグループ(ル ーブル)

























































な職場 の一つ であ る。 地下 作業 ・有 害かつ危険 な現場 ・重 筋労 働の残存 ・大規
模機械設 備の使用等,い ずれ も魅力的 とはいえない条件 であ う。そ こで,イ ン
セ ンチ ィヴとして,他 部門 よ りも高 賃金 が支 給されて きた。(表12)に 見 られ
るよ うに1987年現在 で,工 業労働者 の平均賃 金が221.9ルー ブルであ るの に た
いして,石 炭業労働者 のそれは346,2ルーブル と5割 以 上高 い。 この格差は 平
均賃金 にす ぎないので.こ れを さらに賃金受取額 で グループ分 け し て み る と
(表13).1986年現在で,月300ルーブル以上 を稼 ぐ労働者 は国民経済全 体では
1割弱,鉱 工 業で も14.4%なの に対 して,炭 鉱 では半 数以上 にのぼ る。 これだ
けみて も,炭 鉱労働者 が賃金 の面 ではいかに優遇 され てい るかがわか る3エ。
3)筆 者が モス クワで面会 した,パ ブグラー ドの 酒 トライキ 委員会 の ぺ μブFビ ン氏は 掘 進 夫
で,38人か らなる作業班 の班長,月 収750ルー ブル,班長 にな ってか ら2年,休 日は月 に3-4/
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こうした高 賃金 は しか し単 に労働 者だ けでな く,各 種技術者 や職 員に も適用
され るか ら,逆 に非生 産要 員 も多数引 き付 ける とい うことにな る。炭労中央 に
おけ る調 査では,炭 労組合員 は230万人,生 産要 員は127万強 であ るか ら,約
100万人 の非生産 要員 を抱 え込 んで いるわ けで,「 過剰 な中間管理職」 に 悩 ん.
でい るとい うマイナス面 もあ ることを否定 で きない。 ス トライキ労働者 は これ
を赤字 の原 因の一 つ と考 え,そ の大幅削減 三首切 りを要求 したのであ る。
コス ト急増 とともに,労 働安全対策 も軽視 され が ちとな り,こ こ数年.炭 鉱
事 故は増 加傾 向にあ る。 ドネツクでは,1986年12月のヤ シノフカ ・グルボカや
鉱,1987年5月のチ ャイキ ノ鉱,専 大 ガス爆発事 故が報道 されて いるが.報 道
され ない中 ・小事故 は枚挙 に暇 が ない。専門家 の推計 によれ ば,出 炭百万 トン
あた り一 人の坑夫 が命 を落 としてい ることになる。9年 間のアフ ガン戦争で約
1万5千 人 の ソ連兵が死 んだ とい われ てい るが,同 じ期 間に ソ連 の炭鉱で は1
万 人が死ん でい る。 クズバ ス炭鉱 で も88年1年 の間 に152人が死 んだ。 ボタ山
近 くの墓地 は鉱 内事 故で殺 された労働 者の死骸 で埋 まってい る。病院 には手足
を もぎ取 られた青年 が多数横 たわ って いる(『ア ガニ ヨー ク』1989年32号)4)
III石炭業の管理システムと経営状態
石炭業の管理 システムは基本的には,連 邦石炭工業省のもとに,各 地に企業
＼ 口,年 有給休暇 は39日とい う。筆者 の挑 発的な質 問 に,ス トライキ で要求 した60日の有給休暇 は
不当 ではない,と 胸 を張 った。北部 では月1000/一ノル稼 ぐ労働者 も少 な くない とい う。 ちなみ
に,ド ンバスのス トライキ委 員会 は要 求項 目の一つ に 「協同組合 の禁止」 をあげたこ とが想起 さ
れ る.こ れは,不 当な価格 引 き上 げや不法行為への批判 であ る とと もに.労 働者平均賃金 の2-
3倍 も稼 ぐ組合 員の高賃金 が許せない とい う心理 も作用 してい ると見 られ る。 なお,ソ 連工 業労
働者 の賃金 システム と賃金 格差政 策に ついては拙著 〔5〕第4章 参照.
4)こ のよ うな事故や災害か ら労働者 を守 る径割ぽ,労 働組合が担 っていた筈だ が,そ の責任 を問
われ る形 で,労 組批判 が公然化 したの もス トライ キの 副産 物であ った。 ス ト委の 連 合グル ープ
は,労 組 が本来 の労働 保護.や労働 運動か ら外れ るに至.つた理 由が,党 や政府 と密着 し過 ぎた中央
労評 の組 織体質 にあ りとして,炭 労の中央労評か らの脱退 を9月 の炭労臨時 中央委員会 で要 求す
こ うした労組 の改革 問題 もソ連 石炭 業の今 後の動るにいた った。 この提案 自体は否 決されたが,
向を規定 す る要 素の一 つ となりは じめ たとい えそ うである。 また,炭 鉱 ス トを きっかけに,ソ 連
で初 め℃ の 「集 団労働 紛争 解決手続 き法」(ス ト法,許 可 よ り禁止的性格 が強 い と批判 されてい
る)が成 立 した(8月)こ とも注 目に値す る。
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第14表 ダ ブ 戸ポ リ干飯 出炭 従 業 員 数,生 産 性(1976-1987)
1976 1980 1985 1986 1987
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合 同その下 に各企 業(個 別鉱山)が ある,と い う3現 制 を とってい る。1987年
現在,ソ 連で稼動 してい る鉱 山は,竪 鉱が502(表2参 照 ただ し技術 単位 と
しては595),露天掘 り鉱が78(同83)ある。筆者 が1989年9月訪 問 した ドネ ツ
クのダ ブ・ポ リエ石炭企 業合同 を例 に とる と,こ こには ダブ ロポ リス カヤ ・べ
ロゼルス カヤ ・ノボ ドネ ツカや等計7鉱 山が統合 され てお り(露 天掘 りρ鉱は な
い),、そあ総 出炭高 は1987年で735万トソ,従 業員数 は1万7千 人 強であ る(表
14参照)。この3現 制 の他 に,特 定地 域(ク ズバ ス ・ドソバ ス ・ドネプ ・ ペ ト
ロフス クの3ヵ 所)で は1987年か ら地域給管理局(GTU)が 置かれてい るの
で,4環 制 とな るgド ンパ スの場合 では,「 ドネ ツクゴス ウグレブ ロ.ム」 とよ
ばれ,こ こに前記 ダブ ロポ リエ企業合 同ほか11の企 業合 同(総 計120鉱山)が
参 加 してい る。 しか し,GTUの 実質上 の支配権 はないに等 しい。個別企業 に
も独立性はほ とん どな く,実 際 は企業合 同が主要 な経 営管 理権 を保持 してい る。
石炭企 業の経営実態は軒並み赤字 で,俗 に 「計 画赤 字企 業」 と呼ばれてい る
ものの典型 に属す る。赤字総額 は1988年で総額60億ル ーブル とい う(炭 労中央
での筆者聞 き取 り)5)。ち なみ に,燃 料 ・エ ネル ギー部門全体 で赤 字企 業は14
5)総赤字額の規模については異数がある。rソ連の石炭業』1988年によると,総赤字額はユ986/
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%,赤 字 総額 は28億8千万 ル ーブル(1987年実績,rイ ズペスチア』1988年10
月3日)と 言 われ てい るので,石 油や天然 ガス部 門が石炭 の し り諏 ぐい をして
い る勘定 にな る。
石炭赤 字の原因は,炭 価 が低 く抑 え られ てい ることであ るといわれてい る。
赤字 削減 のため石 炭価 格の.合理化 は積年 の課題 であ るが,1986年か らは価格 に
「計 算価 格」 が導 入 された。 「計算価格」 と卸売価格(実 現価格)と の差が国
か らの補 助金で埋 められ る。 「計算価格」 は石炭 の採掘 ・選炭 ・煉結等 にかか
る原価 と 「利 潤 ノル マチ フ」 とを もとに毎年決 め られ る。利 潤 ノル マチ フはマ
ークア ップ ・レー トのよ うな もので,原 価 に対 して,採 炭 で22%,選炭 で3.8
%,煉 炭 で4%と 定 め られ てい る(〔7〕p.16)。現実の国内販売価格は,ト ン
当 り20ルー ブ ルか ら40ルー ブ ルまで各種あ りe),この価格 で需要先企業(実 際
は100%国家 発注 なので国家納入機関)と 納入契約 を結 ぶ。
現行 のこ うした価格 が低す ぎるか どうかは議論の分かれ る ところだ。 それ は
い うまで もな く,原 価 に入 り込 む他の投入要素価格,さ らに利潤 ノルマチ フの
大 きさに関 わるか らであ る。 いまその細部 に立 ち入 る余裕 はないが.一 つだけ
明 らか なのは,先 述 の ごとく,生 産性は低下 して いるのに,賃 金 だけは伸 びて
きている とい う矛盾 は,い っかは是正 され なければ な らない とい うことであ ろ
う。
1990年か ら,市 場 経済 への移行計画 にと もなって,他 の卸売価格 とと もに石
炭価格 の引 き上 げ も見込 まれてお り.そ の規模 は平均70%の大 幅な もの となっ
てい る。 しか し,こ の程度 の引 き上げ では赤字解消 には程 遠 く,専 門家の試算
に よると320%は必要 とい う(rイズベス.チア』1990年10月7日)。しか し,本
＼87年 に は と もに50億2千 万 ル ー ブ ル,ま たrイ ズ ベ スチ ア』(1989年7月27日)に よ る と1988年
年 の 赤 字 は54億,ユ989年は60億ル ー ブル とな っ て い る.さ らにrイ ズ ベ スチ ア』(1990年10月7
日)で は1990年の赤 字 は 約86億,炭 価 が大 幅 に 引 き上 げ られ る199ユ年 には250億ル ー ブノレの 巨 額 に
のぼ る と見 込 まれ てい る。
6)な お ソ連 石 炭 の 輸 出 価 格(Fob)は,原 料 炭(硫 黄 餅10%)で52-53米ドル(沿 海 州 渡 し),燃
料 炭(6000.9400Kcal/Kgr)で41-44米ドル(ア ム ス渡 し)と な っ て い る(1990年8月28口価 恪,
コメル サ ン ト紙1990年9月No..4.p.13に よ る)。
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当の問題 は,こ うした価格 改訂 を,中 央 による一挙改訂 とし・う旧来 の方法で し
かな しえない ところにあ る。 とい うのは,市 場移行 のために,一 挙 に補 助金 を
廃止 するな ら,多 数の鉱山が直 ちに倒産 に追 い込 まれ,価 格 を自由に任 せ る と
して も,従 来の上 か らの押 し付 けに起因す る企業 聞の格差 を残 した ままでは,
競争 による合 理的 な価 格の成立 を望 めないか らであ る。か くして,価 格統制 と
補助金 とい う旧来 の方式 をなお しぼ らくは続 け なければ な らない。
IV1989年夏炭 鉱ス トライキ
こうした石炭業 の 「斜陽化」 を背景 に,ソ 連史始 ま って以 来最初 の全国的炭
鉱 ス トが2週 間 に渡 って闘われた。7月10日 ケメ ロボ州の メジュ ドウレチ ェン
ス クでは じまった 「就 労拒否」 と 「自然発生 的集会」 とい う公然た るス トライ
キは,3日 もしない うちに クズバ ス炭 田全体 に広が り,現 地 の企業長や石炭鉱
業省責任 者は 当事者能 力がな く.,1週間後 や っとモス クワか ら党 ・政府 ・労評
の 「三位 一体」 の代表 団が現地 入 りし,い まや ケメ ロボ州全体 に拡大 され組織
され たス トライキ委員会 とのま る2日 にわた る 「大衆 団交」 のす え,や っ と
「合意書」 に調 印,ク ズバスス トは終結 したQス トの炎 は ドンバ ス(ウ クライ
ナ)や カ ラガ ンダ(カ ザ フ)等 に も拡大.ほ ぼ全 国が炭鉱 ス ト旋風に巻 き込 ま
れ た。最後 の ドネ ツク ・ス ト委が 「合意書」 に調 印 したのは7月25目 であ った。
ス トの政治的 ・社会的 な意味 は絶大 だが,経 済 的意義 に限 って も今後の石炭産
業の命 運 を奉 右 しかね ない大 きな意味 を担 ってい ると見 られ るg
ス ト労働者 の要求 は,食 料 品や 医薬 品の産炭 地向け緊急配給等 を除 けば,①
夜勤 ・深夜勤手 当の支給や鉱 口か ら現場 までの移動時間 を労働時間 に算入せ よ
とい う賃金要求,② 年金資 格の改善や年次有 給休暇 日数 の60日への増 加(現 行
39日).③企業合 同の廃止 と個 別炭 鉱の独立採算制へ の移行.④ 石炭鉱業 省や
総管理局 の組織 替 えと職員大幅削減,の4点 にま とめ ることが出来 る。各地 の
ス ト委はそれぞれ別個の要求 を掲げ,政 府 との 「合意書」 の内容 も異な るが,
全体 に関わ る合意内容は 「政府決定806号」 に見 ることが できる(よ り詳 し く
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は季出稿 〔1〕参照)。




算入については若干の解説を要す るp欧米の石炭業では鉱 ロか ら現場までの移
動時間は労働時間に入るのが普通だが,ソ連では入っていなかった。 しかしそ
のかわ り,ソ連では炭鉱は4交 替制で,労働時間は現場で6時 間 となっていた。
この6時 間労働はそのままにして,移動時間を労働時間に算入 し.職種に応 じ
た基本賃率で支払 うことにしたわけで,先 の割増 し給支払 いと合わせると,こ
治、は実質かなりの 「賃上げ」 となる。ス トによる減炭 と併せて,政府は約23億
ルーブルの追加支出を強い られ るという。
次に②の年金 ・休暇については,国民経済全体の問題として,新 たな年金法










げられ,企 業や合同の手元には残 らない。か くして,石炭企業が自立 し,赤字
解消を目指して合理化を計ろうにも,手足をもぎ取 られた状態 に近 く.喉か ら
7)企 業 合同の性格 につい てぽ 〔6〕の第4章(ヴ ィハ ンスキ一編),ソ 連機 械工業の 経営改革の
動 きに ついては 〔6〕の第8章(拙 稿)を 参照 。
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手 が出 るほ どほ しい先進機械設備 を,外 国か ら直接 購入す る資金 も権限 も与 え
られてい ない。 したが って,ス ト労働者 の経営独立要求 の狙 いは.な によ りも,
ノル マ達成分 を国に納 めた残 り(計 画超過利潤分)は 独 自の判 断で販 売す る権
限,と らわけ外 国への販売でハ ー ド・カレ ンシーを得る 自由の獲得に ある。
さて,ス ト終 結=合 意達成以後,こ の面 での政府 の約束は,GTUの 廃止方
針 が確認 された ほか,③ の うち独 立採 算への移 行が,い くつかの企業 で1990年
1月1日 か ら実施 された 。た とえば,ド ネ ツク炭田 では"以 前 ドネツ クウ ゴリ
企 業合 同(日 産9万 トソ,従 業員10万人)に 入 って いた21の鉱 山の うち9鉱 が
独立,ゴ スバ ンクに独立の勘 定 を開設 した。 また11月にス トが再 燃 したボル ク
タ地区(出 炭量 は全国の2-3%を 占める)の ボルガシ ョルス カや鉱 山 も1月
1日 か ら独立採 算へ移行,イ ンタでは以前 のイ ソター ウゴ リ企業合同 に替 わっ
て コンツェルン とな った 。(『イズベスチア』1990年1月4日 お よび 『ラ ボ ー
チ ャヤ ・トリブーナ』 同6日 の記 事に よる)。
しか しこのような独立,組 織替えは.採 算の採れる(相 当額の計画暉過利潤
が あ る)い くつかの優良企業 の例外的 なケ ースに限 られ てお り,多 くの赤字企
業 では独立 自体 が不可能 であ り,ま たた とえ可 能で あって も,ゴ スザ カス(国
家 発注)を 削減 し,価 格 を実勢 を近付 け,洗 炭 工場 を炭鉱 に渡す,等 の措置 が
必要 で,こ うした改 善ぬ きに独立 とい って も全 く形式的 な ものに とどま る恐 れ
が あ る。
最:後に,④ については ほ とん ど手 が着 け られ ていない(90年夏現在)。 そ し
て,管 理機 構全体 の再編 には コンピュータ等の大幅 な導入 な ど,人 手や伝票 に
た よる伝統的 な方式 か ら,現 代的な情報機器への転換が 同時 に進行す る必要 が
ある。 しか し,こ れ もソ連の現状では早急 な改善 は見込 みが たい。
Vド ンバス問題
ソ連石炭工業 の再編 を考 える際 に,ド ンバス問題は特別 の検討 を要す る。
ドンバ スの出炭 高は1976年2億2,370万トンを ピー クにその後減少傾 向にある。
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ドンパ ス中央部 の稼行深 度は年 間20mずつ増加 してお り,す でに深 度が千mを
こえる ものが少 な くない。 しか も炭 層が 薄 くな ってい ることであ る(〔4〕p.
54)。しか もここには労働力 が集 中 してい る。(表2)か ら明 らか なよ うに,ド
ンバ スには,全 ソ連 の竪鉱 の半数以上が集中 してお り,採 掘労働者91万人 の う
ち52万強 が ドンパ スで働 いてい るのだ(表3)。 赤 字企 業の大半 もこ こにあ り,
市場経済 へ移行す ると,ド ンバスは閉山 と大量失業 の波 が押 し寄 せ,地 域経済
は崩壊す る。 それ を回避 しよ うとすれば,経 済再建 は一層遅 滞 し,危 機 は深ま
るぽか りだ。.ドンパ ス問題は,ソ 連経済ペ レス トロ.イカのデ ィレンマ の縮図で
ある。
1990年10月初 め.石 炭 業労働組合中央評議会 は 「連邦大統領 お よび最高会議
宛 て公 開書簡」 を発表,市 場 移行論議 のなか で,燃 料 ・ニネルギ ー部 門へ の配
慮 が不足 してい ると訴 えてい る。それ によ ると,90年初 め現在,70%以 上 の鉱
山が再建 を必要 としてい る。中央 ドネ ツクでは半数 の鉱 山が採掘年 数70年以上
に及 んでいるのだ8)。国民経済 全体 で始 まった カオスのため,1991年の後 半に
は,1億 トソ以上の出炭 減 となる。250万組合員は連邦政府 への不信 を表 明す
るが,大 統領 および最 高会 議にたい して,石 炭業 の中央管理 の維持 を要 請 し.
炭鉱 が国有企業 として残 る必要があ る と主張 してい る。 「鉱夫 はス トを欲 しな
い。 しか し,家 族 と国民の生 活が悪化 し続 けるのを座視 し,こ れ 以上 耐 えるこ
とは もはや出来ない」 と訴 えてい る(『 トル ー ド』 紙1990年10月9日)。.
「ドンバ スを救 え」。 これ は 『ラボ ーチ ャヤ ・トリブーナ』紙1990年ユ0月9
日の見 出 しであ る。そ こには,石 炭産業へ の国家補助 が欧米諸 国 で も広 くみ ら
れ る現象 であ ると指 摘 し,こ れ を正当化す る声 を上げ ている。 そ して,も し赤
字企業 の閉鎖 を強 行す ると,ド ンバ スで50万の失業 が出 ると警告 してい る。
また 『ラボーチ ャヤ ・トリブーナ』10月26日によ ると,91年1月 か ら石炭価
8)ド ンバスの老 朽化 にっ き,他 の文献はい う。中央部 の鉱 山は採掘開始 い らい一世 紀以上た って
お り,中央部の現稼 行26鉱山の 内前世紀開始鉱が8,17年革命 以前 が3鉱 もあ る。鉱 山地質 ・技
術 上 これほ ど困難 な炭鉱は国内外 を問わず類 を見 ない(〔8〕p.3)。
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格 を70%引き上 げる,そ れで も年 に230億ル ーブル の補助金 がなお必 要であ る。
564の鉱 山(竪 鉱 お よび露天掘 り鉱)の うち補 助金 なしでや って行 けのるは32
鉱 山のみ,200鉱山では1ト ソ掘 るのに50から100ルー ブル,45鉱 山では100ル
ーブル 以上 掛か る。極端 な赤字企 業の閉鎖 は不可避 だ。 もし炭価 をさらに引 き
上 げれ ば,他 部 門へ波及 してハ イパーイ ンフ レの恐 れがあ る。そ こで,閉 山に
よ る犠 牲者 が出 ることを覚悟 して,そ の生 活補 償 を準備す るこ と,こ れ が新 労
組 の課 題で あると結 んで い る。
同 じ新労組結成大会で,石 炭相 シチ ャ ドフ氏が 「石炭業 で市場移行 を云々す
るのは奇妙 な話 だ。 ここには民営 化問題は ない。全採掘炭 には国家発 注,大 多
数 の赤字企業へ の補 助 を約3倍 まで引 き上げ る案 はほぼ決定済 み」 と演説 し,
盛大 な拍手 を受 けた とい う(『ラボ ーチ ャヤ ・トリブーナ』10月28日)。
お わ り に
連邦石炭鉱業省 の発表 に ようと.90年1-9月 期 の石炭生産実績 は4億7千
6百万 トンで,契 約の97%にす ぎない。 コー クス用炭 の備蓄(10月1日 現在)
は3百 万 トソ強 で,昨 年同期比13%減少 している。鉄鋼企 業におけ る予備は百
十万 トン(わ ずか3日 分)で,過 去20年間の最 低 となって いる(『 イズベ スチ
ア』10月29日)。89年の生 産高 自体 が,7億4千 万 卜γに しか過 ぎず,対.88年
比3,200万トンもの大 幅減 産 であった(「プラウダ」1990年1月28日)9).こうし
て,ソ 連石炭生産 は大 きな減 衰傾向 を示 し始 めた.と み られ る。 ソ連 にとって
は,エ ネルギー転換(構 造転換〉 を断行 しなけれ ばな らない とい う意 味では,
サーチ ャー政権 時代の英国 の不採算鉱 の閉 山 と合理化10)以上 の強 力な政策指導
が必要 であ り,し か もそれ を市場経済 システムへの移行 とい うもう一つの転換
を同時に遂行 しなければ な らない とい うのが.一 層の困難 を予告 して いる。





営」 の実験,技 術革新導入 と投資政策(シ ベ リアか ドンバ スか の対立),価 格
お よび対 外経済 関係の問題 な ど,よ り立 ち入 った検討 を要 す る問題が多 く,す
べ て今後 の課題 とす るしか ないが,労 働運動 との関連 も重要 な ファ クターとな
って きた。
昨年 夏ス トライキ労働者達は鉱 山企業 り自立経 営を要 求 した。 しか しい ま.
市場経済移行 が現実の課題 となb,非 国有化や赤 字企 業への補助金の一挙削減
を 目前に して,逆 に 「補助金 の継続」,「国有 の維持」 を訴 えてい る。 これは
明 らかに,ペ レス トロイカに逆行す る 毛のであ る。そ して これほ,ペ レス トロ
イカの一層 の進展 を要求 して,新 たな労働運動 を展 開 してい る クズバ スの労働
者 の動 きとも,異 なった トーンを生 み出 してい る。か くして.ド ンバ ス労働者
の動 きは,ペ レス トロイカ全体 の動 向を左右 しかねない,微 妙 な社会要因 とな
りつつあ る。
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小論の脱稿(1月17目)か ら初校(8月3日)迄 の間に,大 きな出来事が続いた。
本稿で一部予見 したス トライキが3月 初めから クズパス そ して ドンづスではじまっ
た。要求は,3倍 賃上げや経営独立から,ゴ ルバチ ョフ大統領やパブPフ連邦政府首
相の辞任要求へとエスカレート,ス トライキは2ヵ 月にわた った。4月 末にエ リツィ
ン氏の説得でクズ・ミス ・ス ト委員会が,停 止を宣言,こ の問,1年 間に100%の賃 ト
げを4段階に分けて実施する,ク ズバスのい くつかの炭鉱を連邦管理から共和国管理
へ移行させる,一 定量の石炭の海外への独自販売 を認める,な どの 措置が 約束され
た。91年の出炭高は20%以上の大幅減少 となろうという状況の中で,さ らに ドラスチ
ックな再編が必至と見られるが,そ の分析は稿を改めて試みたい(1991年8月5日)g
